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２０１２年日本政府年次報告 

「社会保障の最低基準に関する条約（第１０２号）」 

（２００７年６月１日～２０１２年５月３１日） 

 

１． 質問Ⅰ、Ⅳ、Ⅴについて    

前回までの報告に変更または追加すべき事項はない。 

２． 質問Ⅱについて 

前回の報告以降変更のあった点は以下のとおりである。 

 

第３部 傷病給付 

 

第１５条関係 

  前回までの報告中、Ｂ及びＣを以下のとおり改める。 

「Ｂ 常時５人以上の従業員を使用する物の製造又は販売の事業、土木又は建築の事業

、鉱物の採掘の事業、運送の事業、金融又は保険の事業、教育の事業、医療の事業

、通信の事業等を行う事業所、及び法人の事務所に使用される者を健康保険法に基

づく健康保険の被保険者としている。 

Ｃ （ⅰ）A 保護対象被用者数 

      ３，９７８万人（被用者保険被保険者数） 

      （厚生労働省保険局調べ（２０１０年３月３１日現在）） 

       B 被用者総数  

５，７９６万人 

      （総務省統計局調べ（２０１０年平均）） 

       （注、公務員及び失業者を含む。なお、公務員については、一般被用者とは

別建ての共済制度がある。） 

       C 被用者総数に対する保護対象被用者数の百分率 

６８．６％」 

 

第１８条関係 

 前回までの報告中、３. 第６９条の(a)及び(b)を以下のとおり改める。 

「 (a) 削除 

  (b) (ⅰ) 少年院その他これに準ずる施設に収容されたときには、支給が停止される

。 

        (ⅱ) 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたときには、停止

される。」 

 

 

第４部 失業給付 

 

第２１条関係 

 前回までの報告中、Ｃを以下のとおり改める。 

「Ｃ（ⅰ）A 保護対象被用者数 

      ３，８２４万人（雇用保険被保険者数） 

      （厚生労働省調べ（２０１０年度平均）） 

資料２－４ 
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      B 被用者数総数  

５，２３８万人（雇用者数） 

     （総務省統計局調べ（２０１０年度平均）） 

     （注、公務員を含め、失業者を除く。） 

       C 被用者総数に対する保護対象被用者数の百分率 

７３．０％」 

 

第２２条関係 

 前回までの報告中、Ａ(Ⅰ)及び(Ⅱ)、Ｂ１及び２、Ｃ、Ｄ並びにＧを以下のとおり改め

る。 

 「Ａ （Ⅰ） 別添１のとおり給付計算式を変更した。 

    （Ⅱ）・給付金限度額（基本手当の日額）を以下のとおり変更した。 

① 離職時の年齢が３０歳以上４５歳未満の者  ７，１７０円 

② 離職時の年齢が４５歳以上６０歳未満の者  ７，８９０円 

③ 離職時の年齢が６０歳以上６５歳未満の者  ６，７７７円 

④ 離職時の年齢が３０歳未満及び６０歳以上の者  ６，４５５円 

・基本手当の給付率、また給付の計算にあたって考慮される勤労所得（賃

金日額）の上限額は別添２のとおりである。 

・給付の計算にあたって考慮される勤労所得（賃金日額）の上限額は、６

０歳未満は１５，７８０円、６０歳以上６５歳未満では１５，０６０円で

ある。 

Ｂ １ 雇用保険適用産業の中で２０１１年において、被保険者数が最大である製

造業内の、電気機械器具を選んだ。 

      ２ ２０１１年の平均給与額（同年の各月における平均定期給与額）に基づい

て計算されている。 

Ｃ ３４９，０００円（２０１１年の平均給与額） 

Ｄ 第６５条６（b）の規定による男子熟練労働者の賃金は、３４９，０００円（月

額）となり、一月で支給される給付の額（基本手当日額×３０）は、１７６，５

２０円である。 

Ｇ １７６，５２０円÷３４９，０００円＝５０．６」 

 

第２４条関係 

 前回までの報告中、２．を以下のとおり改める。 

「２．本条２の規定を援用している。 

基本手当の支給期間は、別添３のとおり変更された。」 

 

 

第５部 老齢給付 

  

 第２６条関係 

  前回までの報告中、（１）及び（２）を以下のとおり改める。 

「（１）老齢給付の受給資格年齢 

    厚生年金保険法に基づき支給される特別支給の老齢厚生年金について、定額部分

は男子が６４歳、女子は６３歳になったときから支給される。報酬比例部分につい

ては男子、女子ともに６０歳である。 

    なお、坑内員、船員は、厚生年金保険法に基づき支給される特別支給の老齢厚生



- 3 - 

年金について、定額部分は６３歳になったときから支給され、報酬比例部分につい

ては６０歳から支給される。 

 （２）給付の支給停止について 

    ６０歳以降の年金支給額は、受給権者が在職中は、一部または全部の支給停止が

行われる。（計算は以下の通り行われる） 

   ６０～６４歳：賃金と年金の合計額が２８万円を上回る場合は、賃金の増加２に対

し、年金額１を停止する。賃金が４６万円を超える場合は、賃金が

増加した分だけ年金を停止する。 

      ６５～６９歳：基礎年金は全額支給する。賃金と厚生年金の合計額が４６万円を上

回る場合には、賃金の増加２に対し、年金額１を停止する。 

   ７０歳～    ：６５歳～６９歳と同じ扱い。」 

 

第２７条関係 

 前回までの報告中、Ｃを以下のとおり改める。 

「 Ｃ（ⅰ）A ３，４６５万人（厚生年金保険被保険者） 

            （２０１０年度平均） 

      B 被用者総数 ５，７９６万人 

      （総務省統計局調べ（２０１０年平均）） 

       （注、公務員及び失業者を含む。公務員については、一般被用者とは別建て

の共済制度がある。） 

      C 被用者総数に対する保護対象被用者数の百分率 

        ５９．８％ 

      D 第６条は援用していない。」 

  

第２８条関係  

 前回までの報告中、（第６５条関係のⅠについて）のＡ、Ｂ及びＣを以下のとおり改め

る。 

「Ａ(1)（給付の計算） 

   ① 老齢基礎年金 

    (a)                     

                                              a＋b＋c＋d＋e 

      給付月額＝780,900×改定率（注1）×  ÷12 

                                              480 

    (b)                    

                                   a＋b＋c＋d＋e 

      給付月額＝786,500×    ÷12 

                                       480 

 

a・保険料納付月数 ｂ・保険料全額免除月数×（１／２） 

c・保険料３／４免除月数×（５／８） 

d・保険料半額免除月数×（３／４） 

e・保険料１／４免除月数×（７／８） 

※ カッコ内は、平成 21年４月以降の保険料免除期間 

    （注１） 

      ２０１１年の改定率は 0.982 

※ (a)、(b)それぞれの計算方式による年金額を比べ、高額の年金額を支給すること
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になる。   

 

  ② 老齢厚生年金 

   ・６５歳以上の者に支給される老齢厚生年金 

   (b) 給付月額＝｛（平均標準報酬月額（注２））×(10/1000～7.5/1000（注１）)

×（２００３年３月までの被保険者期間の月数）＋（平均標準報

酬額（注２））×（7.692/1000～5.769/1000（注１））×（２０

０３年４月以降の被保険者期間の月数）｝×従前額改定率（注３）

÷１２ 

   (c) 給付月額＝｛（平均標準報酬月額（注２））×(10/1000～7.5/1000（注１）)

×（２００３年３月までの被保険者期間の月数）＋（平均標準報

酬額（注２））×（7.692/1000～ 5.769/1000（注１））×（２

００３年４月以降の被保険者期間の月数）｝×1.031×0.978÷１

２ 

 

※ (a)、(b)、(c)、それぞれの計算方式による年金額を比べ、最も高額の年金額を

支給することになる。 

（注１） 上記の率は、生年月日により逓減する。 

（注２） １９９４年の手取り賃金水準に再評価したもの。 

（注３）   ２０１２年の従前額改定率は 0.983 

 

   ・６０歳～６４歳の者に支給される老齢厚生年金 

   (a)給付月額＝〔1,628×改定率（注４）×（1.875～1.000（注１））×被保険者期

間の月数＋｛（平均標準報酬月額）×(9.5/1000～7.125/1000)×（２

００３年３月までの被保険者期間の月数）＋（平均標準報酬額）×

（7.308/1000～5.481/1000）×（２００３年４月以降の被保険者期

間の月数）（注２）〕÷１２ 

   (b)給付月額＝〔1,628×改定率×（1.875～1.000（注１））×被保険者期間の月数

＋｛（平均標準報酬月額（注２））×(10/1000～7.5/1000（注１）)

×（２００３年３月までの被保険者期間の月数）＋（平均標準報酬

額（注２））×（7.692/1000～5.769/1000（注１））×（２００３

年４月以降の被保険者期間の月数）｝×従前額改定率（注３）〕÷

１２ 

   (c)給付月額＝〔1,676×（1.875～1.000（注１））被保険者期間の月数×0.978＋｛（平

均標準報酬月額（注２））×(10/1000～7.5/1000（注１）)×（２

００３年３月までの被保険者期間の月数）＋（平均標準報酬額（注

２））×（7.692/1000～5.769/1000（注１））×（２００３年４月

以降の被保険者期間の月数）｝×1.031×0.978〕÷１２ 

 

※ (a)、(b)、(c)、それぞれの計算方式による年金額を比べ、最も高額の年金額を

支給することになる。 

（注１） 上記の率は、生年月日により逓減する。 

（注２） １９９４年の手取り賃金水準に再評価したもの。 

（注３）   ２０１２年の従前額改定率は 0.983 

（注４）   ２０１２年の改定率は 0.978 
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    ６０歳以降の年金支給額は、受給権者が在職中は、一部または全部の支給停止が

行われる。（計算は以下の通り行われる） 

   ６０～６４歳：賃金と年金の合計額が２８万円を上回る場合は、賃金の増加２に対

し、年金額１を停止する。賃金が４６万円を超える場合は、賃金が

増加した分だけ年金を停止する。 

      ６５～６９歳：基礎年金は全額支給する。賃金と厚生年金の合計額が４６万円を上

回る場合には、賃金の増加２に対し、年金額１を停止する。 

   ７０歳～    ：６５歳～６９歳と同じ扱い。 

   

 Ｂ 第６５条６（b）の規定を援用している。 

  １（a）（ⅰ） 規模１０人以上の企業に雇用される生産労働者（男子）の最大多数を

有する輸送用機器製造業を選んだ。 

     （ⅱ） 輸送用機器製造業に従事する生産労働者（男子）の平均所定内給与額

に等しい額の賃金を受ける労働者を選んだ。 

  ２ ２０１１年６月分の所定内給与額に基づいて計算されている。 

 

 Ｃ ３１５，１００円（２０１１年）」 

 

 

前回までの報告中、（第６５条関係のⅢについて）のＤ及びＧを以下のとおり改める。 

「Ｄ 月額 １６５，０８１円  

算定式 

夫の老齢基礎年金額 589,875 円（786,500×30/40） 

夫の老齢厚生年金額 801,227 円（294,303 注１×7.5/1000×360 月×1.031× 0.978） 

妻の老齢基礎年金額 589,875 円（786,500×30/40） 

計   年金額   1,980,977 円 

月額     165,081 円 

（注１）（３１５，１００円を１９９４年度水準に割り戻した値) 

 

 Ｇ １６５，０８１円÷３１５，１００円＝５２．４％ 

 

 

前回までの報告中、（第６５条関係のⅤについて）のＤ及びＧを以下のとおり改める。 

 Ｄ 月額 （夫＝配偶者がいる場合）  １６５，０８１円  

      （夫＝配偶者がいない場合） １１３，１６８円 

算定式 

（夫がいる場合） 

夫の老齢基礎年金額 589,875 円（786,500×30/40） 

妻の老齢厚生年金額 801,227 円（294,303 注１×7.5/1000×360 月×1.031× 0.978） 

妻の老齢基礎年金額 589,875 円（86,500×30/40） 

 

計     年金額 1,980,977 円 

月額  165,081 円 

 

（夫がいない場合） 

妻の老齢基礎年金額 589,875 円（786,500×30/40） 
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妻の老齢厚生年金額 801,227 円（294,303 注１×7.5/1000×360 月×1.031× 0.978） 

計     年金額 1,391,102 円 

月額 115,925 円 

 

 Ｇ （夫がいる場合） １６５，０８１円÷３１５，１００円＝５２．４％ 

   （夫がいない場合）１１５，９２５円÷３１５，１００円＝３６．８％」 

 

前回までの報告中、（第６５条関係Ⅵについて）の１及び２を以下のとおり改める。 

「１（財政再計算） 

２０１０年４月については、前年の消費者物価変動率がマイナス１．４％であった

ものの、直近の年金額改定を行った２００５年の年金額水準よりも高かったため、年

金額は据え置かれた。 

２０１１年４月については、前年の消費者物価変動率がマイナス０．７％であり、

基準となる２００５年に比べて０．４％物価が下落したため、年金額をマイナス０．

４％の改定を行った。 

２０１２年４月については、前年の消費者物価変動率がマイナス０．３％であり、

それに応じて、年金額もマイナス０．３％の改定を行った。 

 

 ２ 

（１）２０１１年４月の年金額の改定 

再検討指数 生計費指数※ 勤労所得指数 

A ２００５年（平均） 

B ２０１０年（平均） 

C A/B（百分率） 

１００ 

９９．６ 

１００．４ 

１００ 

９５．７ 

１０４．３ 

※消費者物価上昇率を使用。以下同じ。 

 

（２）２０１２年４月の年金額の改定 

再検討指数 生計費指数※ 勤労所得指数 

A ２０１０年（平均） 

B ２０１１年（平均） 

C A/B（百分率） 

１００．０ 

９９．７ 

１００．３ 

１００．０ 

９８．４ 

１０１．６ 

」 

 

 

第２９条関係  

 前回までの報告中、２の①及び②を以下のとおり改める。 

「老齢厚生年金 

   ①６５歳以上 

    (b)給付月額＝〔{（平均標準報酬月額（注３））×(10/1000～7.5/1000（注１）)

×（２００３年３月までの被保険者期間の月数（注２））＋（平

均標準報酬額（注３））×（7.692/1000～5.769/1000（注１））

×（２００３年４月以降の被保険者期間の月数（注２））｝×従

前額改定率（注４）〕÷１２ 

    (c)給付月額＝〔｛（平均標準報酬月額（注３））×(10/1000～7.5/1000（注１）)

×（２００３年３月までの被保険者期間の月数（注２））＋（平

均標準報酬額（注３））×（7.692/1000～5.769/1000（注１））
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×（２００３年４月以降の被保険者期間の月数（注２））｝×1.031

×0.978〕÷１２ 

※ (a)、(b)、(c)、それぞれの計算方式による年金額を比べ、最も高額の年金額

を支給することになる。 

（注１） 上記の率は、生年月日により逓減する。 

（注２）   ２００３年３月までの被保険者期間の月数と２００３年４月以

降の被保険者期間の月数を合計して１８０月となるように計算

する。 

（注３） １９９４年の手取り賃金水準に再評価したもの。 

（注４）   ２０１２年の従前額改定率は 0.983。 

 

②６０歳～６４歳 

    (a)給付月額＝〔1,628×改定率（注５）×（1.875～1.000（注１））×被保険者

期間の月数（１８０月）＋（平均標準報酬月額）×(9.5/1000～

7.125/1000（注１）)×（２００３年３月までの被保険者期間の月

数（注２））＋（平均標準報酬額）×（7.308/1000～5.481/1000

（注１））×（２００３年４月以降の被保険者期間の月数（注２））〕

÷１２ 

    (b)給付月額＝〔1,628×改定率（注５）×（1.875～1.000（注１））×被保険者

期間の月数（１８０月）＋｛（平均標準報酬月額（注３））×(10/1000

～7.5/1000（注１）)×（２００３年３月までの被保険者期間の月

数（注２））＋（平均標準報酬額（注３））×（7.692/1000～5.769/1000

（注１））×（２００３年４月以降の被保険者期間の月数（注２））｝

×従前額改定率（注４）〕÷１２ 

    (c)給付月額＝〔1,676×（1.875～1.000（注１））被保険者期間の月数（１８０

月）×0.985＋｛（平均標準報酬月額（注３））×(10/1000～7.5/1000

（注１）)×（２００３年３月までの被保険者期間の月数（注２））

＋（平均標準報酬額（注３））×（7.692/1000～5.769/1000（注

１））×（２００３年４月以降の被保険者期間の月数（注２））｝

×1.031×0.978〕÷１２ 

 

※ (a)、(b)、(c)、それぞれの計算方式による年金額を比べ、最も高額の年金額

を支給することになる。 

（注１） 上記の率は、生年月日により逓減する。 

（注２）   ２００３年３月までの被保険者期間の月数と２００３年４月以

降の被保険者期間の月数を合計して１８０月となるように計算

する。 

（注３） １９９４年の手取り賃金水準に再評価したもの。 

（注４）   ２０１２年の従前額改定率は 0.983 

（注５）   ２０１２年の改定率は 0.978」 

 

 

第１３部 共通規定 

 

第７１条関係 

 前回までの報告中、１．の表を以下のとおり改める。 
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  「１． 

部門 使用者拠出率 被用者拠出率 国庫負担金 

第３部 

 

標準報酬月額の

5.0%  

(全国平均） 

標準報酬月額の

5.0% 

（全国平均） 

事務費の一部及び

給費費の 16.4% 

第４部 

 

賃金の０．５％ 

（農林水産業等 

０．６％） 

（建設業０．７％） 

賃金の０．５％ 

（農林水産業等

０．６ 

％） 

（建設業０．６％） 

事務費の全額及び

給付費の２５％ 

（当分の間は本来

の負担額の５５％

に引き下げ） 

第５部 

（ 厚 生

年 金 保

険） 

 

 

 

 

 

 

 

（男子） 

標準報酬月額の

８．２０６％ 

（女子） 

標準報酬月額の

８．２０６％ 

（坑内員・船員） 

標準報酬月額の

８．４７２％ 

 

（男子） 

標準報酬月額の

８．２０６％ 

（女子） 

標準報酬月額の

８．２０６％ 

（坑内員・船員） 

標準報酬月額の

８．４７２％ 

 

老齢厚生年金につ

いては、原則として

国庫負担はない。 

 

 

 

 

 

（国民年

金） 

 

保険料は、全額本人負担。定額１４，９８０円。但し、被用者及び

その配偶者については、被用者年金各制度から国民年金への

拠出金で負担されている。 

国庫負担は、老齢基礎年金に係る費用の１／２である。 

」 

 

 前回までの報告中、６．を以下のとおり改める。 

 「６（ⅰ）給付 

・老齢給付について、２００８年４月、２００９年４月、２０１０年４月に

は、年金額の改定を行わなかったが、２０１１年４月、２０１２年４月には

それぞれマイナス０．４％、マイナス０．３％の改定を行った。 

   （ⅱ）拠出金の率 

・失業給付については、２０１２年４月１日から保険料率が１．２％から１ 

．０％に引き下げられた。 

・傷病給付については、使用者及び被用者拠出率が全国一律から各都道府県

の年齢構成、及び所得水準の差による医療費の地域差を反映した料率設定に

変更された。当該料率は全国平均で２０１０年４月に９.３４％、２０１１

年４月に９.５％、２０１２年４月に１０％に引き上げられた。 

             なお、１９７８年１月から賞与等について、徴収された特別保険料は２

００５年４月に廃止されている。 

・老齢給付については、２０１１年１０月に１６．０４２％から１６．４１ 

２％に引き上げられた。（労使折半） 

   （ⅲ）その他の財源 
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・傷病給付の国庫負担率については、２０１０年４月に１６.４％に引き上 

げられた。 

 

 

【２００８年条約勧告適用専門家委員会オブザベーションについて】 

① 健康保険が適用される条約第１５条に定義される労働者の区分は、前述の第１５条

のＢのとおり。 

年金が適用される条約第２７条に定義される労働者の区分は、常時５人以上の従業

員を使用する物の製造又は販売の事業、土木又は建築の事業、鉱物の採掘の事業、運

送の事業、金融又は保険の事業、教育の事業、医療の事業、通信の事業等を行う事業

所及び法人の事務所に使用される者を厚生年金保険法に基づく厚生年金保険の被保

険者としている。 

② 傷病給付制度の被保険者数等のデータは、前述の第１５条のＣのとおり。また、老

齢給付制度の被保険者数等のデータは前述の第２７条のＣのとおり。 

③ 指摘のあった平成 19年に国会に提出した「被用者年金一元化制度の一元化等を図る

ための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案」においては、短時間労働者のうち、

①週所定労働時間が 20時間以上、②賃金が月額 98,000 円以上、③勤務期間 1年以上、

④学生は適用除外、⑤従業員が 301 人以上の企業に勤務、の者を新たに厚生年金の適

用対象（対象人数は約 10万人程度）とすることにしていたが、平成 21 年 7 月 21 日の

衆議院解散により審議未了で廃案となっている。これに伴い、同法案に基づき適用除

外となる従業員３００名以下の企業に雇用される労働者数も把握していない。 

 

３．質問Ⅲについて 

  前回までの報告中、（ⅰ）を以下のとおり改める。 

「傷病給付及び老齢給付に関する法令及び行政規則等の適用は、厚生労働省に委任され 

ている。その実施運営機関としては、中央に民間法人である全国健康保険協会及び特殊

法人である日本年金機構があり、国民の直接の窓口として各都道府県に全国健康保険協

会支部、及び年金事務所が置かれ、両制度の業務を行っている。」 

 

４．質問Ⅵについて 

本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

（使用者団体）日本経済団体連合会 

（労働者団体）日本労働組合総連合会 

                                  以上 
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